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パートナーシップ構築宣言の拡大・実効性強化について 
 
 
先般、「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化に関する事業者団体

に対する要請（令和３年 12 月 27 日国総政第 30 号）」等において、取引事業者全体

のパートナーシップの構築により適正な転嫁を進める環境整備を図るため、パートナ

ーシップ構築宣言制度の会員企業に対する周知を要請しているところです。 
今般取りまとめられた「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」

（令和４年４月 26 日付原油価格・物価高騰等に関する関係閣僚会議決定）において

も、「「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」等に基

づく価格転嫁の取組を着実に実施する」こととされております。 
他方、中小企業庁が昨年９月に実施した価格交渉促進月間に係るフォローアップ調

査においては、価格交渉の協議状況においても、価格転嫁の達成状況においても、親

事業者がトラック運送業である場合の下請中小企業との取引適正化が進んでいない

実態が見られるところです。 
こうした状況を踏まえ、パートナーシップ構築宣言企業のより一層の拡大と、既宣

言企業における宣言内容の調達現場への浸透につき、改めて会員企業等への周知をお

願い申し上げます。 
 
 
【参考】 
 ○「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイト 
  https://www.biz-partnership.jp/index.html 
 
 ○パートナーシップ構築宣言等に関する現状と今後の取組（中小企業庁） 
  https://www5.cao.go.jp/keizai1/partnership/20220210/20220210siryo2.pdf 
 
 


